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平 成 ３ ０ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 

 
東京消防庁は、誰もが安心して暮らせる「セーフ シティ 東京」の実現に向け都民ファーストの視点に立った消防行政を積極的に推進しております。 

今後も、より一層、安全で安心な生活を望む都民の期待に応えるため、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会、東京での発生が懸念

されているテロ災害等に備えた消防活動体制の充実強化及び都民一人ひとりの防災力向上に向けた取組の着実な推進を図るなど、都民ニーズや社会状

況の変化に伴う諸課題に迅速に対応するとともに、事業の有効性を厳しく分析・検証し、より質の高い消防行政を展開してまいります。 

これらを踏まえて優先度の高い施策を厳選し、以下の政策に沿って、主要事業を重点的に推進します。 

 

〔政策〕 

１ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の安全・安心 

  大会会場等を含む都内全域の様々な災害に迅速に対応できる万全な警戒態勢を整えるとともに、大会会場等の火災予防体制を強化し、東京２０２

０オリンピック・パラリンピック競技大会期間中における安全・安心を確保する。 

２ 各種災害に対応できる消防活動体制の充実強化 

  東京においても発生が危惧されている爆破テロや同時多発テロ、また、甚大な被害が予想される首都直下地震など、あらゆる災害に迅速に対応す

るため各種装備・資器材の充実等を図り、迅速な救出救助体制を構築する。 

  また、消防水利・消防団の装備資器材の整備などを行い、消防活動能力の更なる強化を図る。 

３ 救急需要の増大を踏まえた救急体制の充実強化 

増大する救急需要に対応するため、救急隊の増隊やＩＣＴ技術を活用した効率的な救急対応を推進するとともに、救急車の適正利用や都民生活事

故の未然防止に関する広報を行い、救急需要対策の充実強化を図る。 

また、一人でも多くの都民に対し、応急手当の更なる普及促進を図り、誰もが応急手当を実施できる体制を強化する。 

４ 災害時の被害軽減に向けた地域防災力の向上 

初期消火に主眼をおいた防火防災訓練を行い、都民一人ひとりの防災行動力の向上を図るとともに、まちかど防災訓練車などを活用した「出向き

型」の防火防災訓練の実施により、町会・自治会等の訓練未実施地域の解消及び新たな訓練参加者層の掘り起こしを図る。 

５ 火災予防対策の推進による建物の安全性の向上 

建物の防火・防災管理体制の充実、新たな機器を導入した防火査察など、建物の安全性を高め、都民が安心して生活できる環境作りを行う。 

６ 都民の期待に応える職員の育成及び組織運営の推進 

  消防関係情報等を都民が活用しやすい形式で提供するとともに、各種届出の電子申請化を推進し、都民のニーズに応じた消防行政を展開する。 

 



平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減

【政策１】 397,442 57,921 363,693
397,442 339,521 57,921 １  都内全域における万全な警戒 363,693

(1) 映像位置情報共有システムの整備　 全体計画　121式/3年（2年目） 66,716

企調部      

(2) 多言語通訳支援業務委託　 通訳支援業務 3,456

(3) 東京消防庁オペレーションセンター（仮称）の整備 モニター装置等 9,549

　

(4) はしご車（大量救出・車椅子対応型）の整備　 2台 283,972

33,749
２　大会会場等における火災の未然防止 33,749

26,830

(1) 消防用設備等点検報告の促進 送付用文書発送委託等 26,830

(2) 防火管理業務の実施促進　 送付用文書発送等 6,919

内容説明

東京２０２０オリ
ンピック・パラリ
ンピック競技大
会の安全・安心
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策２】 5,712,320 651,485 444,084
5,712,320 5,060,835 651,485 １   テロ災害に対する救出救助体制の充実強化 444,084

(1) 爆破テロ対応装備・資器材の整備　 防爆衣、救出用担架等 47,931

(2) 爆破テロ対応救急資器材整備　 四肢用止血帯 18,970

(3) 遠隔型化学剤分析装置の整備　 3・9ＨＲ 各1式 172,866

(4) 消防情報マッピング・ナビゲートシステムの整備　 設計・開発費 65,640

138,677

(5) 統合機動部隊（仮称）の創設 車両・各種資器材整備 138,677

10,040
２　水上消防体制の充実強化 10,040

水上消防活動体制の強化　 舟艇活動体制の強化 10,040

9,485

224,352
３　航空消防体制強化による安全対策の充実 224,352

(1) ヘリコプターの更新 ひばり　（2年目） 0

(2) 回転翼航空機航空従事者養成研修（ＡＷ189型）　 操縦士　4人・整備士　4人 224,352

各種災害に対応
できる消防活動
体制の充実強化
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

62,226
４　局地的な豪雨災害等に対する消防活動対策の充実強化 62,226

(1) 大規模水災用ウレタンボートの整備　 2艇 6,768

全体計画　6艇/3年（2年目）

(2) ミニコンベアの整備　 2・6・8・9ＨＲ　各1式 27,931

(3) 浸水被害予測シミュレーションシステムの開発　 基本設計 27,527

91,114
５　大規模危険物施設等に対する安全対策の充実 91,114

(1) 泡原液搬送車の増強　 1台 87,855

(2) 輻射熱表示シートの検証　 耐熱服等 3,259
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

485,331
６　的確かつ継続的な災害活動を支える環境の整備 485,331

(1) 大量放水資器材の導入　 83台（未配置署所） 11,635

全体計画　292台/ 4年(2年目)

(2) 防災関係機関相互の災害情報等リアルタイム共有体制の構築　 基本設計 27,940

(3) 飛び火を考慮した延焼シミュレーション機能向上　 詳細設計 11,238

(4) 木密震災消防資器材キットコンテナの整備　 大量送水装置コンテナ　1基 37,474

(5) 震災時多機能型深層無限水利（深井戸）の整備　 杉並区　1基 87,607

(6) 防火水槽の整備 309,437
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

273,186
７　地域を守る消防団の充実 273,186

(1) 消防団用可搬ポンプ積載車の整備 増強　13台・更新　12台 75,117

(2) 消防団員募集広報　 一括委託 74,217

(3) 消防団員相談窓口業務の開設　 一式 3,121

(4) 特別区消防団技能講習　 各団1名等（危険物取扱者、消防設備士 4,340

英会話、手話）

(5) 自動体外式除細動器の整備　 439台　（各分団1台） 27,310

(6) ｅラーニングシステムの構築　 一式 5,636

(7) 消防団員婦人科検診等　 一式 38,284

(8) 消防団員被服一括管理業務委託 一式 45,161
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

4,121,987
８　消防車両等の整備 4,121,987

更新車両等 4,121,987

1 10

2 11

3 12

4 13

5 14

6 15

7 16

8 17

9

ホース 5,300本

山岳救助車 2台

更　新　車　両　合　計 　170台

はしご車 4台 資材搬送車 2台

救助車 2台 消防活動二輪車 4台

小型ポンプ車 2台 査察広報車 31台

救急車 49台 人員輸送車 11台

水槽付ポンプ車（塔体付） 1台 特殊災害対策車 3台

小型水槽付ポンプ車 10台 排煙高発泡車 1台

普通ポンプ車 31台 化学車 3台

水槽付ポンプ車 6台 指揮隊車 8台

区　　　　　分 規　　模 区　　　　　分 規　　模

6



平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策３】 1,313,209 87,329 733,213
1,313,209 1,225,880 87,329 １　増加・多様化する救急需要に対する対策の推進 733,213

(1) 救急活動の効率化に資する分析調査　 一式 13,230

(2) 救急車の増強　 6台 129,563

(3) 救急隊の効率的な運用　 待機所整備等 7,015

(4) 救急相談センターの充実強化 周知広報等 580,133

電話相談員、電話通信員

(5) 英語対応救急隊育成研修　 国内英会話研修　40人 3,272

579,996
２　都民自ら応急手当を実施できる環境づくり 579,996

応急手当講習普及業務委託　 一式 579,996

救急需要の増大
を踏まえた救急
体制の充実強化
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策４】 696,257 115,581 554,494
696,257 580,676 115,581 １　防災行動力の向上 554,494

(1) 都民防災教育センター運営業務委託 池袋・立川・本所　運営経費 379,274

(2) 都民防災教育センター改修及び維持管理　 消火コーナーの制作（3館） 161,823

(3) まちかど防災訓練車の増強　 車両　2台・資器材　2組 13,397

34,296
２　日常に潜む災害から都民を守る対策の推進 34,296

(1) 高齢者の防火防災に関する安全対策の推進　 アンケート調査、リーフレット 4,190

(2) 高齢者の転倒事故防止対策　 リーフレット 881

(3) 小規模飲食店等の火気管理等に関する実態調査　 一式 11,753

(4) 都民生活事故データのオープンデータ化に向けた分析調査　 一式 17,472

107,467
３　地域の安全を守る人材の育成 107,467

自主防災組織等育成指導業務　 運営経費等 107,467

（女性防火組織・消防少年団・幼年消防クラブ）

災害時の被害軽
減に向けた地域
防災力の向上

8



平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策５】 251,552 9,326 251,552
251,552 242,226 9,326 １　建物の使用実態に応じた安全対策の推進 251,552

(1) 熱画像直視装置の整備　 5台 5,650

(2) 防火・防災管理講習業務委託等 一式 180,672

(3) 危険物取扱者保安講習及び消防設備士講習業務委託等 一式 65,230

火災予防対策の
推進による建物
の安全性の向上
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策６】 19,592,908 3,091,099 1,292,676
19,592,908 16,501,809 3,091,099 １　都民のニーズへの的確な対応 1,292,676

(1) オープンデータの推進　 統計データ変換 5,716

(2) 都民及び報道機関等に対する情報配信体制の強化　 映像送受信装置一式等 2,909

(3) 消防防災資料センター運営業務委託 一式 111,717

(4) 消防防災資料センターの維持管理　 映像更新・展示ケース更新 31,930

(5) 総合情報処理システムの更新　 詳細設計等 1,112,556

(6) 消防アプリの運用　 一式 27,848

6,886
２　消防の未来を担う人材の育成 6,886

(1) 救急隊用多言語音声翻訳ツールの整備　 タブレット　15台 1,993

(2) 多都市間の実務的協力事業に基づく消防活動技術研修　 通訳等 4,893

都民の期待に応
える職員の育成
及び組織運営の
推進
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

4,898,749
３　情報通信体制の整備 4,898,749

デジタル無線設備の整備 ＴＤＭＡ更新・ＳＣＰＣ維持 4,898,749

24,749
４　情報処理体制の整備 24,749

(1) 情報セキュリティ外部監査委託 システム監査等 7,167

(2) 消防行政ネットワークデータセンターのセキュリティ機能追加 一式 17,582

1,515,046
５　都民の安全・安心を支える先進的な消防庁舎等の整備 1,515,046

(1) 消防庁舎等の照明設備のＬＥＤ化の推進　 消防署所　21所属 1,359,891

消防団施設　50施設

(2) 消防庁舎敷地内遮熱性舗装改修工事　 19署 137,586

(3) 断熱性建具改修工事　 8署所 17,569
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

8,981,706
６　消防署所の整備等 8,981,706

(1) 署所改築

4,144,905

3,093,235

896,829

(2) 分団本部施設 8棟 246,445

(3) 用地取得 青戸出張所 600,292

待機宿舎 麻布指定 ―
本町

菊坂指定
―

消防署 ―
国分寺（遺跡調査）

清瀬
福生

多摩
北多摩西部
（仮庁舎）

奥多摩・町田
赤羽・臨港
三鷹・調布

出張所

高円寺
志茂
昭和
牟礼

三ツ木
馬込

空港(仮庁舎)
花小金井（仮庁舎）

有明分署
下井草

山谷（解体）
富士森

区分
設計等 工事等

新規 継続 新規 継続
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

2,346,031
７　勤務環境の整備 2,346,031

(1) 庁舎改修 外壁改修・待機宿舎改修 644,808

(2) 設備改修 冷暖房設備・消防学校 1,651,223

(3) 本部庁舎耐震改修　 基本設計 50,000

８　職員定数 消防職員18,408人→18,502人　人件費・被服費等 527,065

(1) オリンピック・パラリンピック対応体制の確立 8人

(2) 救急隊の増強 60人

(3) 水上消防体制の充実 24人

(4) 地域防災力の充実 4人

(5) 交通事故示談交渉の外部委託 △2人
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平 成 30 年 度 予 算 主 要 事 業 概 要 

歳　出 （単位：千円）

政　　策
30年度
見積額

29年度
予算額

増（△）減 内容説明

27,963,688 4,012,741
主要事業計 27,963,688 23,950,947 4,012,741

　

そ の 他
経常経費 226,420,734 225,150,053 1,270,681

その他経常経費内訳

27,963,688 ############
総合計 254,384,422 249,101,000 5,283,422

△88.8%
2.1%

給与関係費 197,881,604

事業費 28,539,130

計 226,420,734

区　　　分 見積額
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